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１．はじめに  

 日本の中小企業の SDGs 取組みは十分に進んでいないことが報告されている（中小企業基

盤整備機構 2023）。こうした状況を受けて、6つの自治体は SDGs 認証制度を設けて地域の

中小企業の SDGs 活動を推進している。また SDGs の達成には行動変容の連鎖が必要といわ

れており、そのためには自ら単独でできることだけではなく、他者に行動変容を働きかけ

ていくことも不可欠と考えられる。  

本研究では各認証制度の基準を分析することにより、自治体が企業に期待する SDGs 活動

の種類を整理すること、さらに自治体が企業に期待する他者への働きかけの形態を特定す

ることを明らかにした。  

 

２．分析方法  

2023年までに地方創生 SDGs 認証を設定した 6件の自治体のそれぞれの基準を分析対象と

した（横浜市、さいたま市、豊田市、東京都北区、兵庫県、鳥取県）。具体的には、企業が

取るべき活動としてチェックリスト（場合により、その補足的な解説項目）が80～ 200個に

わたり設定されているため、最初にこれらを 24の分野に分類した（経営、透明性、公正な

取引、能力構築、労働安全、ハラスメント防止、賃金、健康、ダイバーシティ、女性エン

パワメント、育児介護休業、災害、地域雇用、地域課題解決、ステークホルダー、イノベ

ーション、持続可能な調達、有害化学物質、水質、循環型、生物多様性、省エネ、再エネ、

その他）。 

そのうえで、6件の認証制度の基準に共通してみられる項目と、他者に対する働きかけの

項目（例えば、他者への助言、社会・環境課題によい影響をもたらすことを意図した協働

や団体への参加、業界や地域のルール設定など）の内容について調査した。  

 

３．分析結果  

ここでは24分野をさらに環境、地域社会、従業員、経営という大分類で分けて、結果の

概要を示す。6件の基準項目のうち、共通して4件以上抽出されたものとその件数を表1に示

した。 
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経営：品質や環境マネジメントの

導入は全6件で言及されたが、SDGs

の考え方を経営方針に組み込むこ

とを求めた基準は 2件のみであっ

た。透明性では、全6件が情報保護

に重点を置く傾向があり、情報開

示についてはより弱い言及に留ま

り、2件が SDGs 全体の取組、3件が

環境取組に着目した報告を求めた。 

従業員：能力構築では全6件が従

業員の研修や資格取得の支援に言

及したが、サステナビリティ課題の研修・資格と特定したのは2件のみであった。ハラスメ

ント防止では、5件が相談体制の構築を求め、うち2件が報告者のプライバシー保護や内部通

報制度の構築について言及していた。ダイバーシティの分野では、全6件が外国人従業員へ

の言語支援や相互理解、5件が LGBTQ に配慮した制度や環境の整備をあげた。育児介護休業

では、4件が休暇制度の整備に言及し、うち2件が男性の育休取得について触れている。一方、

介護に関する具体的な言及は1件のみであった。  

地域と社会：イノベーションでは、 5件が自社製品・サービスが社会的弱者に配慮したもの

であることを求めた。また、製品やサービスの提供において他のアクターとの協働に言及し

たのは全6件だったが、地域課題解決に特化した協働に言及したのは 1件のみであった。  

環境：調達では、5件が地産地消や地元企業からの調達に言及した。取引先に児童労働や

人権侵害がないことを確認することについては 5件が言及しており、そのうち3件はそうし

た問題に対処できるよう助言することにも言及していた。生物多様性について全 6件が言及

しているが、そのうち事業を通じての活動と明示されていたのは 2件であった。  

その他：食品ロスについて4件が言及した。他者への働きかけという点では、途上国の課

題解決に関する協働（ 1件）、地域での経営助言（ 1件）があった。  

４．結論  

全体を通して、基準項目がサステナビリティ課題の解決を目的とした活動なのか、そも

そも経営に必要な活動なのか、事業を通じて行う活動か、事業外で行う活動なのか、曖昧

な傾向があった。他者への働きかけについては、製品開発等の事業活動における協働に関

する項目はあるが、業界や地域レベルでのサステナブル課題に関するルール作りや政策提

言というような働きかけの形態を問う項目はなかった。今後、認証を求める企業が増える

ことが予想されるが、SDGs を2030年に向けて達成していくためにはそうした基準項目も追

加していく必要があるのではないだろうか。  
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